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別表第１

民間における初任給の改定状況

(単位：％）

項目
採用あり 初 任 給 の 改 定 状 況 採用なし

学歴 企業規模 増 額 据置き 減 額

規 模 計 27.5 7.3 86.6 6.1 72.5
(19.3) ( 9.7) (87.6) ( 2.7) (80.7)

大 500人以上
36.1 3.4 96.6 0.0 63.9

学
100人以上

31.3 8.2 82.9 8.9 68.7
卒 500人未満

50人以上
10.2 18.2 66.7 15.1 89.8

100人未満

規 模 計 8.6 10.6 82.0 7.4 91.4
( 6.1) ( 6.1) (93.9) ( 0.0) (93.9)

高 500人以上
8.2 18.9 81.1 0.0 91.8

校
100人以上

11.8 8.5 79.9 11.6 88.2
卒 500人未満

50人以上
3.1 0.0 100.0 0.0 96.9

100人未満

(注)１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第２

民間における給与改定の状況

(単位：％）

項 目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン

役職段階 実施 中止 の慣行なし

係 員
29.4 22.9 0.0 47.7

（30.4） （23.2） （2.0） （44.4）

課 長 級
26.3 21.8 0.4 51.5

（29.2） （18.9） （2.1） （49.8）

（注）１ ベースアップの慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。
２ （ ）は昨年の数値である。
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別表第３

民間における定期昇給の実施状況

(単位：％）

項 目 定期昇給 定期昇給
定 期 昇 給 実 施 定期昇給

役職段階 制度あり 増 額 減 額 変化なし 停 止 制度なし

係 員
83.9 76.7 22.6 8.1 46.0 7.2 16.1

（78.5） (64.2) (17.6) (12.2) (34.4) (14.3) (21.5)

課 長 級
76.0 67.3 20.9 5.7 40.7 8.7 24.0

(64.0) (52.0) (16.3) ( 8.9) (26.8) (12.0) (36.0)

（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離することが

できない事業所を除いて集計した。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第４

民間における雇用調整の実施状況

（単位：％）

項 目 実 施 事 業 所 割 合

採 用 の 停 止 ・ 抑 制 11.5 (21.2)

転 籍 出 向 3.0 ( 1.3)

希 望 退 職 者 の 募 集 4.9 ( 3.8)

正 社 員 の 解 雇 0.4 ( 1.2)

部 門 の 整 理 閉 鎖 ・ 部 門 間 の 配 転 3.0 ( 5.5)

業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換 2.4 ( 2.4)

残 業 の 規 制 18.1 ( 8.5)

一 時 帰 休 ・ 休 業 11.5 (13.3)

ワ ー ク シ ェ ア リ ン グ 0.9 ( 0.8)

賃 金 カ ッ ト 3.9 ( 8.4)

計 30.5 (36.2)

（注）１ 平成23年１月以降の実施状況である。（ ）は昨年の数値である。

２ 項目については、複数回答である。
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別表第５

民間における賃金カット等の実施状況

(単位：％）

項 目
賃金カット等を実施した事業所

賃金カット等を実施した事業所

役職段階 における平均減額率

係 員 8.2 ( 6.0) 5.6 ( 5.6)

課 長 級 8.7 ( 7.5) 5.1 ( 6.1)

（注）１ 平成23年４月分の給与について、賃金カット、一時帰休・休業又はワークシェアリングのいず

れかを実施した事業所の状況である。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第６

職員と民間従業員の給与較差

民 間 給 与 (Ａ) 職 員 給 与 (Ｂ) 較差 (Ａ)－(Ｂ)

370,740 円 370,883 円
△ 143 円

（△ 0.04 ％）

（注）１ 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

２ 職員給与は経過措置を含む額である。

別表第７

公民比較における比較対象給与種目

民間給与 職員給与

きまって支給する給与から時間 給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地域手当、

外手当及び通勤手当を除いたも 初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基礎額）、特地勤

の 務手当等、寒冷地手当
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別表第８

民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員

項 目

下半期 （ Ａ
１

） 346,721 円

平均所定内給与月額

上半期 （ Ａ２ ） 342,997 円

下半期 （ Ｂ
１

） 682,390 円

特 別 給 の 支 給 額

上半期 （ Ｂ２ ） 673,849 円

下半期 （
Ｂ１

） 1.97 月分

特 別 給 の 支 給 割 合
Ａ１

上半期 （
Ｂ２

） 1.96 月分
Ａ２

年 間 の 平 均 3.93 月分

（注） 下半期とは平成22年８月から平成23年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で3.95月である。
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注 「平成23年職種別民間給与実態調査」の概要

１ 調査の目的と時期

この調査は、職員の給与を検討するため、平成23年４月現在における民間給与の実態を調査したもので

ある。

２ 調査機関

新潟県人事委員会、人事院及び新潟市人事委員会等

３ 調査の範囲

調査対象事業所 企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所のうち、次の日

本標準産業分類の大分類（ア～ソ）に分類された1,053事業所

ア 漁業 サ 学術研究、専門・技術サービス業（中分類の学術・開

イ 鉱業、採石業、砂利採取業 発研究機関及び広告業に分類されるもの）

ウ 建設業 シ 生活関連サービス業、娯楽業（中分類のその他の生活

エ 製造業 関連サービス業に分類されるもの）

オ 電気・ガス・熱供給・水道業 ス 教育、学習支援業（中分類の学校教育に分類されるも

カ 情報通信業 の）

キ 運輸業、郵便業 セ 医療、福祉（中分類の医療業及び社会保険・社会福祉・

ク 卸売業、小売業 介護事業に分類されるもの）

ケ 金融業、保険業 ソ サービス業（中分類の政治・経済・文化団体に分類さ

コ 不動産業、物品賃貸業 れるもの）

４ 調査対象の抽出

標本事業所の抽出 上記３に記載した事業所を、組織、規模、産業により24層に層化し、これらの層か

ら248事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。


